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2023年 8月 17日 

各 位 

株式会社 北日本銀行 

 

きたぎん SDGs 経営サポートによる「SDGs宣言」策定支援について 

～株式会社東建～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、株式会社東建（代表取締役 熊谷浩幸）が SDGs宣言を策定され

ましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 今後とも当行は、取引先企業の SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献して

まいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 株式会社東建 

所 在 地 〒983－0047 宮城県仙台市宮城野区銀杏町 39－20 

代 表 者 代表取締役 熊谷 浩幸 

業 種 建設業 

 

２． 重点項目 

 

 

３． きたぎん SDGs経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部 事業コンサルティング室（担当：小瀬川） TEL：019-626-6529 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

乗用式床ハガシ機

企業概要

(所在地: 宮城県仙台市)

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

エネルギー使用量の削減、大気汚染の防止、廃棄物の3Rの推進

従業員の体の健康保持、コミュニケーションの促進、総労働時間の削減

まちや河・海の自然の保護活動、地域金融機関との連携、地域とのコミュニケーション

コンプラ体制の構築、不正の早期発見・防止策、BCPの策定

大項目

環境の保全

従業員の働きがい

地域社会への貢献

株式会社　東建

代表取締役　熊谷浩幸

宮城県仙台市に拠点を置く東建は、おかげさまで創業63周年を迎えました。これも、多く

のお客様のお力添えがあってこそです。

激動する時代の中であろうとも、我社は人と人との繋がりを第一に考え、常に前向きに技

術向上に取り組み、すべてのものに謙虚に行動すると共に、地域社会の発展のために尽力を

惜しまず貢献します。そして社員が周りに自慢したくなる会社にします。

東建では、内装解体、産業廃棄物収集運搬、左官/防水工事、リフォーム等、迅速安全に対

応いたします。これからも、地域社会へ貢献する企業として企業努力を惜しまず精進して参

ります。 今後とも、ご指導の程よろしくお願い致します。



マテリアリティ（重要課題）

株式会社　東建　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、

以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2023年8月17日
株式会社　東建

代表取締役　熊谷浩幸

【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

環境関連の法令遵守と環境保護に配慮した事業活動に取り組むとともに、環境経営に関する社内浸透を進めま

す。

 環境の保全

・エネルギー使用量前年比削減する

・電気自動車の利用促進

・現場にて廃材が出ないよう資材加工技術の強化

 ▼ 目標・取り組み内容

 従業員の働きがい

ワークライフバランスとダイバーシティの実現によりディーセントワークを意識した経営を目指します。

 ▼ 目標・取り組み内容

・健康診断の結果を踏まえ、再受診勧奨を実施

・従業員に対し、アンケートやヒアリング調査を実施

・PCログイン時間確認による、サービス残業の防止

 地域社会への貢献

地域社会活動に積極的に参加し、地域社会に貢献して参ります。

 ▼ 目標・取り組み内容

・地域の清掃活動への参加

・地域金融と連携したSDGs貢献

・街づくり活動へ積極的に参加

・法令遵守に関する研修を年1回実施

・不正競争行為に関与しない方針を掲げ、従業員への教育強化

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

コンプライアンス体制を構築する。

・自然災害や緊急事態発生時に備え、BCPの策定


